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はじめに
　学校の教育相談で扱われる，不登校，いじめ，児童虐待，非行などの課題は，社会や時
代の変化により，これらの課題の様相も変化し，それに伴い関連する法律改正や制度の改
定により，その取り組みも日々変革されている。文部科学省（以下，文科省とする）では，
生徒指導上の諸課題の現状を把握し，今後の施策の推進を目的として，「児童生徒の問題
行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査（以下，問題行動等調査とする）」を毎
年行っている。本稿では，これらの課題に関係する平成30（2018）年度の問題行動等調
査及び子供若者白書等の結果，そして，関連する法律を交えながら，学校における教育相
談で知っておくべきことを概観する。
1. 不登校
　不登校とは，文科省で行われる調査をする上で用いられている定義によると「何らかの
心理的，情緒的，身体的あるいは社会的要因・背景により，登校しないあるいはしたくと
もできない状況にあるために年間 30日以上欠席した者のうち，病気や経済的な理由によ
る者を除いたもの」という。平成30年度の問題行動等調査の結果によると，長期欠席者
のうちの不登校児童生徒は小学校（国公私立含む）で44,841人（全体の0.7％，144人に1
人の割合），中学校（国公私立含む）で，119,687人（全体の3.6％，27人に1人の割合）であっ
た。さらに，そのうち90日以上の欠席をしている児童生徒は半数以上となった。そして，
不登校児童生徒の割合の推移は，小中共に年々増加傾向にある。学年別に不登校児童生徒
数については，学年を上がるにつれて増加していく傾向にあり，小6（14,061人）から中
学校の教育相談で扱われる諸課題
─不登校・いじめ・児童虐待・非行について─
関水　しのぶ
─ 156 ─
神奈川大学心理・教育研究論集　第 47 号（2020 年 3 月 6日）
1（31,046人）は2倍以上となり，中2（43,428人），中3（45,213人）と増加する。このよ
うに小6から中1で不登校が急増するようにみえることを「中1ギャップ」と呼ぶことが
ある。
　しかし，よくよくデータを分析してみると，必ずしも急増しているとはいえない見解が
ある（国立政策教育研究所 , 2012， 2014）。なぜなら，小学校時に欠席や遅刻早退等の目立
たなかった児童が，中1になっていきなり「不登校になる」割合は20 ～ 25%にとどまり，
一方，中1の不登校生徒のうち前年度（小6時）も不登校であった数は3割程度であると
いう。さらに，小学校時の欠席を，病気等による欠席や保健室登校等も含めて数え直すと，
中1の不登校生徒の半数は小4 ～小6のいずれかで30日以上の欠席相当の経験をもってい
たと言えるからである。この見解より，中1で不登校になるリスクの高い生徒を事前に把
握し，早期対応が可能となると言える。
1.1. 不登校の原因と対応
　問題行動等調査の結果における不登校の要因の結果より，学校，家庭に係わる要因（友
達関係の問題，学業不振，教職員との関係，いじめ，家族に係わる状況など）と本人係わ
る要因（「学校における人間関係」の課題，「あそび・非行」の傾向「不安」の傾向，「無
気力」の傾向など）が掛け合わさって起こっていることが分かる。小学校（国公私立含む）
では，学校，家庭に係わる要因では，家族に係わる状況（55.5％）の割合が大きく，いじ
めを除く友人関係をめぐる問題（21.7％），学業不振（15.2％），教職員との関係をめぐる
問題（4.5%），入学・転編入学進級時の不適応（4.5％），学校のきまり等をめぐる問題
（2.6％），いじめ（0.8%）となっている。また，中学校（国公私立含む）では，家族に係
わる状況（30.9％），いじめを除く友人関係をめぐる問題（30.1％），学業不振（24.0％），
教職員との関係をめぐる問題（2.5%），入学・転編入学進級時の不適応（7.7％），学校の
きまり等をめぐる問題（3.4％），いじめ（0.6%）となっている。
　ただし，不登校の原因を特定しそれを解決することも大切であるが，それにより解消さ
れるとは限らないことがある。逆に，不登校の原因がはっきり分からないが，学校復帰で
きたり，状況がよくなったりすることもあるのも事実である。犯人さがしのように，原因
究明にこだわる以上に，本人の現在の状況を理解し本人に寄り添って支援をしていくこと
が大切である。起きやすい時期は，連休や夏休みや冬休みの長期休暇の後が多い。そして，
学校に行けなくなる前にも，体調不良を訴え遅刻早退や欠席がみられていることもある。
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本格的に学校に行けなくなった時は，本人の様子をみながらその時できることを本人とも
に考える必要がある。小学校低学年であれば，大人が抱きかかえながらでも連れていくこ
とができるが，本人が大きくなればなるほど自分の意志で動かなければ登校も難しくな
る。本人の不安や緊張が強かったり，あるいは，元気なく疲弊したりしている時は，本人
が落ち着くまで待つことが大切である。本人が家の中で軽い作業や活動ができるようにな
り余力ができてきたところで，本人にとって可能である先生や学校と繋がる方法（家庭訪
問，別室登校，放課後登校など）を検討することが望ましいだろう。
　さらに，前項の国立政策教育研究所（2012）のように，中学校での不登校生徒の中では，
小学校でも不登校を経験していることが多い。そのため，小学校からの欠席状況を中学校
へと引き継ぎ，小学校での不登校経験がある場合，ハイリスクのある生徒として把握し，
休みが多くなってきたところですぐ対応できるようにしておくことが必要である。不登校
になりそうな児童生徒の早期発見・早期対応をすることで，不登校を未然に防ぐ取り組み
が可能だろう。
1.2. 文科省の不登校児童生徒への支援に対する基本的な考え方
　平成28（2016）年に「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の確保等に関
する法律」が成立し，「不登校児童生徒等に対する教育機会の確保等」のために，国及び
地方公共団体は，不登校特例校及び教育支援センターの整備や学校以外の場における不登
校児童生徒の学習活動などについて手立てを考える必要が生じた。さらに，令和元 （2019）
年10月に文科省が通知した「不登校児童生徒への支援の在り方について」では，「不登校
児童生徒への支援は，「学校に登校する」という結果のみを目標にするのではなく，児童
生徒が自らの進路を主体的に捉えて，社会的に自立することを目指す必要があること。ま
た，児童生徒によっては，不登校の時期が休養や自分を見つめ直す等の積極的な意味を持
つことがある一方で，学業の遅れや進路選択上の不利益や社会的自立へのリスクが存在す
ることに留意すること。」が明記された。つまり，学校や教室に復帰することが必ずしも
目標とならなくてもよい。大切なのは，本人が将来，社会と繋がり，自立して生きていけ
ることである。つまり，遠い将来を見据え，本人に状況にあった目標設定し目指していく
ことが望ましいのである。
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2. いじめ
　いじめ防止対策推進法は，平成24（2012）年にいじめを原因とした自死事件をきっか
けに，いじめを社会問題として捉える意識が高まる中，平成25（2013）年に施行された。
同法において，いじめを「児童生徒に対して，当該児童生徒が在籍する学校に在籍してい
る等当該児童生徒と一定の人的関係にある他の児童生徒が行う心理的又は物理的な影響を
与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む）であって，当該行為の対象と
なった児童生徒が心身の苦痛を感じているもの」と定義している。つまり，加害者の子ど
もが好意でその行為を行っていたとしても，それを受けている側の子どもが苦痛を感じて
いれば「いじめ」となる。
　さらに，文科省 が平成25（2013）年に 「いじめの防止等のための基本的な方針」で述
べたように，いじめは，学校の内外を問わず，同じ学校・学級や部活動や，塾やスポーツ
クラブ等で関わっている仲間や集団といった「一定の人的関係」にある子どもの間で起き
るものである。そのため，子どもの多くは，その関係が壊れることを恐れて，苦痛である
ことを言えない場合もあるので注意が必要である。叩かれたり，暴言を受けていたりして
いる子どもが「大丈夫」といって笑っていても，先生はその状況をみて感じたこと，「先
生は見ていて聞いていて，不快である，気分が悪い。」「安心安全を感じられない。」「どう
あれ暴言や暴力はいけない。」等と子どもたちに伝えていくことも必要だろう。
2.1. 問題行動等調査による「いじめ」
　平成18（2006）年度の問題行動等調査より，いじめは発生件数ではなく認知件数と表
現されるようになった。これというのも「いじめに対する考え方を180度転換することを
求めるもの」であり，数字が少なければよいと考えるのではなく，数字が多くてもいじめ
の解消率が高いことが重要であると考えることが求められるようになったからである（国
立政策教育研究所 , 2013b）。平成30（2018）年度の問題行動等調査の結果では，学校での
いじめの認知件数は，平成25（2013）年度には185,803件（1000人当たり13.4件）となり
年々増加し，平成30年度には543,933件（1000人当たり40.9件）となった。これは，単純
にいじめが増えているというよりも，いじめ自死事件の報道やいじめ防止対策推進法が成
立したことにより，学校でいじめを発見し対応すべき問題であるという意識が高まったこ
との現れとも言えるだろう。また，いじめ発見のきっかけは，学校の職員の発見が多く，
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小中学校では担任の先生が10％程度，いじめ等についてのアンケート調査からの発見が
小中学校共に最も多い（小中，順に，56%，36%）。また，その後の相談は担任の先生が小
中共に8割弱が対応している。
2.2. いじめと暴力について
　「いじめ」と「暴力」は混同されやすいものである。「暴力」を「いじめ」や「けんか」
等と表現することで，軽く考え，適切な対応がなされないこともあるかもしれない。国立
教育政策研究所（2013a）は，一般的に暴力と言えば，暴行罪，傷害罪，強要罪，恐喝罪，
器物損壊罪など，法律によって禁じられている行為であり，学校内の暴力といえども，毅
然と対応すべきとしている。さらに，国立教育政策研究所では1998年より（当時は国立
教育研究所）いじめ追跡調査を続けている。この調査では，いじめを「暴力を伴ういじめ」
と「暴力を伴わないいじめ」に2つに分け，この2つのいじめには異なる傾向がある結果
が得られている。尚，ここで言う「暴力を伴ういじめ」とは「ぶつかる・叩く・蹴る」と
し，「暴力を伴わないいじめ」とは「仲間はずれ・無視・陰口」として質問調査されている。
　国立政策教育研究所（2016）によるいじめ追跡調査では，小学校4年生から中学校3年
生までの6年間で被害経験を全く持たなかった児童生徒は1割程度加害経験を全く持たな
かった児童生徒も1割程度であり多くの児童生徒が入れ替わり被害や加害を経験している
ことが分かった。また，年々，いじめは増加している傾向にあるとは言えない。「暴力を
伴わないいじめ」は，誰もが被害者側にも加害者側にもなりうる。つまり，一部の特定の
子どもの問題ではなく，些細なトラブルでも深刻ないじめに発展する可能性がある。一方，
暴力が伴ういじめは，男女差があり男子に多く，誰にでも起こることとは単純には言えな
いが，目に見える形で把握しやすい。
2.3. 「暴力を伴ういじめ」と「暴力を伴わないいじめ」の対策
　国立政策教育研究所（2013a）が作成したリーフレットである「いじめと暴力Leaf.10」
には，簡潔に分かりやすくに「暴力を伴ういじめ」と「暴力を伴わないいじめ」の違いや
それらの対応について記されている。このリーフレットでは，次のように2つのいじめの
対応について説明している。まず，気が付きつつ見逃しやすい暴力を伴ういじめは，見逃
さない。そして，関わっているのは誰であれ，暴力はやめさせ，暴力を行使したことを問
題にすること，そして，学校内だけで対応が困難な場合には，警察等の関係機関に相談す
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る必要がある。一方，「気が付かずに，見過ごしやすい」暴力を伴わないいじめは，「発見」
よりも児童生徒を対象とした「未然防止」に取り組むことが対策の基本である。
2.4. いじめの防止対策や対応について
　いじめ防止対策推進法の成立により，都道府県でいじめの対策をする組織を設置するこ
とが義務づけられた。現在ではほとんどの学校で，いじめ防止基本方針を作成し，いじめ
問題に対応する組織を設置している。この委員会には校長，副校長，教頭といった管理職，
児童・生徒指導担当，養護教諭等の教職員，そして，スクールカウンセラーもその成員と
なっていることが多い。つまり，現在，学校におけるいじめは，学級担任が個別で対応す
るのではなく，各学校の方針に従って組織で対応するものとなっている。
2.5. いじめで悩んでいる児童生徒のために
　山崎（2019）は，自身がいじめの被害側にも加害側にもなった経験より，子どもにもわ
かりやすい法律の分かる「こども六法」を作成したという。その中には，「いじめで悩ん
でいるきみに」という見出しで，いじめに遭った時は信頼できる大人に相談するように
メッセージを送っている。また，いじめで悩んでいる子どもができる，次のような具体的
な手立ても挙げられている。「壊されたもの，汚されたものを保管しておこう」「ケガをし
たとき，体調が悪いときは病院に行こう」「友達とのやり取りを保管しておこう」「日記を
つけておこう」といったことである。また，このような方法で証拠を集めることで，いじ
めを思い出してしまい，つらい気持ちになる時は無理をしないように，とも伝えられてい
る。
　そして，子どもが利用できる電話やメールの相談窓口があるので，それを日ごろから子
どもたちにも周知しておくことも大切である。
　　●　法務省「子どもの人権相談」0120-007-110（全国共通）
　　●　法務省「インターネット人権相談受付窓口」
　　●　文部科学省「24時間子どもSOSダイヤル」0120-0-78310
　その他，各地方自治体でも運営している電話やメールによる相談窓口があるので，各自
治体のホームページを参照するとよいだろう。
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3. 児童虐待
　児童の権利に関する条約を日本で批准し，平成8（1996）年から効力が発生したこと，
そして，児童虐待事件がマスコミに報道され，社会問題として意識が高まったことが背景
にある。この時代の流れの中で，児童虐待の防止等に関する法律（以下，児童虐待防止法
とする）は平成12（2000）年に施行され，その定義が以下のように明記された。
一　児童の身体に外傷が生じ，又は生じるおそれのある暴行を加えること。
二　児童にわいせつな行為をすること又は児童をしてわいせつな行為をさせること。
三　児童の心身の正常な発達を妨げるような著しい減食又は長時間の放置，その他の保護
者としての監護を著しく怠ること。
四　児童に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応，児童が同居する家庭における配偶
者に対する暴力の身体に対する不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすもの
及びこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動をいう。その他の児童に著しい心理
的外傷を与える言動を行うこと。
3.1. 児童虐待の早期発見・早期対応のための社会的取り組み
　平成16（2004）年に同法の一部改正では，地方公共団体が要保護児童対策協議会（略
称「要対協」）を設置し，要保護児童（保護者が不在，あるは，虐待等で保護者が監護す
ることが不適切な児童）や要支援児童（養育上の支援が必要な児童），そして，特定妊婦（養
育上で妊娠中より支援が必要な妊婦）に関する情報を把握や共有し支援の内容について協
議することを定めた。また，この要対協の構成員は，児童福祉関係（児童相談所等），保
健医療関係（保健所や医療機関等），教育関係（学校等），警察司法関係，人権擁護関係等
から構成される。つまり，学校は要対協の構成員として，学校に在籍する要保護児童や要
支援児童の情報を把握し，他の関係機関と連携して対応していかなければならない。
　平成28（2016）年の「児童福祉法等の一部を改正する法律」では，親権者による必要
な範囲を超えた懲戒をしてはならないことが明記された。さらに，平成29（2017）年の
児童福祉法と児童虐待防止法の一部改正では，家庭裁判所が，都道府県を通じて保護者に
指導や勧告するよう，司法関与の強化が盛り込まれた。親による体罰禁止を盛り込んだ改
正児童虐待防止法と改正児童福祉法が可決，成立し，令和2（2020）年4月から適用される。
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ただし，民法（第822条）上の親権者の「懲戒権」の見直しが必要であり，今後2年間の
うちに見直しが検討される予定となっている。
　また，上述の平成28（2016）年の「児童福祉法等の一部を改正する法律」児童虐待の
発生予防を目的として，次のようなことを市町村が努力するように定められた。まず，妊
娠期から子育て期までの切れ目ない支援を行う母子健康包括支援センターの設置に努める
ものとすること，そして， 支援を要する妊婦等を把握した医療機関や学校等は，その旨を
市町村に情報提供するよう努めるものとする，等である。
3.2. 児童虐待の動向
　平成30年度の子供・若者白書によると，児童虐待の児童相談所への相談件数は，平成
28年は12,257件となり，児童虐待防止法制定前の平成11年（11,631件）の10倍となった。
また，警察による検挙数も増加している。これは，児童虐待への社会的意識の高まりと共
に，全国共通の児童相談所への通告「ダイヤル189（いち・はや・く）」の運用が広まっ
たことが背景にあると言えるだろう。
3.3. 学校での対応
　上述のように，現在，法的に親による体罰が禁止される流れにあるが，保護者がその子
どもを「しつけ」として行っているが，それが行き過ぎた懲戒であることを認識していな
い時もある。特に，親自身が，体罰や暴力を受けてしつけを受けてきた場合，それが，当
たり前のこととして捉えているため，それはいけないことをして受け入れられない場合が
ある。学校では，日々，児童生徒の様子を見守り，虐待の疑いがみられた時には，児童相
談所または子ども家庭支援センター等に通報する義務がある。また，これらの関係機関に
家庭を繋げることで，保護者自身の子育てやしつけの悩みを相談や社会的支援を受けるこ
とができるようにし，虐待を改善させることにつながる。また，学校は，地方公共団体が
設置する要保護児童対策協議会の成員でもあり，他の関係機関と連携しながら，児童虐待
の対応をしていくのである。
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4. 非行
　非行とは，法や社会的規範を逸脱する行為のことである。日本の少年法は，法を犯した
子どもを保護して教育し更生させる保護主義であり，この在り方には賛否両論ある。しか
し，凶悪な少年犯罪が起こったことをきっかけに，平成12年に少年法が改正され，刑事
処分可能な年齢（16歳以上から14歳以上に）が引下げられた。つまり，少年法において
非行とは，少年（20未満の未成年の男女）が，犯した犯罪のことである。さらに，家庭
裁判所の審判に付される非行のある少年は，以下の3つのように区別され，これらの非行
少年を警察が発見した場合にそれぞれの措置が行われる。
（1）「犯罪少年」
14歳以上で罪を犯した少年。刑事訴訟法や少年法に規定する手続きに従って，必要
な捜査を遂げた後，罰金以下の刑に当たる事件は家庭裁判所に，禁錮以上の刑に当た
る事件は検察官に送致または送付する。
（2）「触法少年」
14歳未満で（1）に該当する行為を行った少年。14歳未満の少年については刑事責任を
問わない。保護者がいないか保護者に監護させることが不適当と認められる場合には，
児童相談所に通告する。その他の場合には，保護者に対して適切な助言を行うなどの
措置を講じている。また，故意の犯罪行為により被害者を死亡させるなど罪に触れる
行為をしたと考えられる場合には，事件を児童相談所長に送致しなければならない。
（3）「虞犯少年」
保護者の正当な監督に服しない性癖がある等，その性格又は環境に照らして，将来，
罪を犯し，又は刑法に触れる行為をするおそれがあると認められる少年。18歳以上20
歳未満の場合は，家庭裁判所に送致している。14歳以上18歳未満の場合は，事案の内
容や家庭環境から判断して家庭裁判所か児童相談所のいずれかに送致または通告して
いる。14歳未満の場合には，児童裁判所に通告するか，その非行の防止を図るため
に特に必要と認められる場合には保護者の同意を得た上で補導を継続的に実施する。
4.1. 非行の動向
　平成30年度の子供・若者白書（内閣府 , 2019）によると，触法少年（刑法）や虞犯少年
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の補導人員はいずれも減少傾向にある。また，刑法以外の軽犯罪法違反などの特別法犯少
年の送致人員，触法少年（特別法）の補導人員も減少している。さらに，刑法犯少年の検
挙人員については少年の人口比において減少傾向にあるが，しかし，刑法犯について成人
の人口比に比べると多い結果となっている。年齢別にみると触法少年（刑法）では，13歳
が最も多いが，12歳以下の割合が上昇傾向にある。また，犯罪の内容別にみてみると，刑
法少年，触法少年（刑法）ともに，窃盗が半数以上を占める。そして，万引き，自転車や
オートバイの盗難，占有離脱物横領といった，動機が単純で犯行が容易な「初発型非行」
についての検挙人員は減少傾向にあり，これは刑法犯少年総数に占める割合も少しずつ減
少している。
4.2. 学校での対応や外部機関との連携
　上述のような問題も「子どもが行ったこと」と軽くみることなく，毅然を対応すること
が大切である。子どもが犯行に至った背景には，家庭や地域の環境の問題や本人の性格的
及び発達的な課題などが考えられる。子ども本人のこれらの課題に見合ったケアも必要で
ある。一方，法を犯す行為については，学校の教育や指導の範疇を超えるので，警察や児
童相談所等との連携をすることも必要となる。現在では，以下のような学校と警察との連
携の取り組みがある。
●　学校警察連携制度（学警連）
学校と警察が相互に児童・生徒の個人情報を提供して，学校，家庭，警察が一体となっ
た指導や支援を行うための制度。
●　スクールサポーター制度
警察官を退職した者等をスクールサポーターとして警察署等に配置。警察署と学校・
地域の . パイプ役となり，学校からの要請に応じて，学校における少年の問題行動等
への対応，巡回活動，相談活動，児童の安全確保に関する助言等を行う制度。
●　少年サポートセンター
全都道府県警察に少年サポートセンターを設置。少年補導職員（少年の特性について
の専門的知識や少年の取扱いについての技能を有する専門家）を中心に，学校，児童
相談所その他の関係機関・団体と緊密に連携しながら，総合的な非行防止対策を行っ
ている。少年や保護者等からの悩みや困りごとの相談の対応もしている。
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　そして，子ども本人が法律を知らずに子ども同士で悪乗りして行ってしまうこともある
ため，事前に，予防教育を行っておくことも大切だろう。その際に，山崎（2019）の「こ
ども六法」を子どもと法律を学ぶ際に読むこともよいだろう。
5. これらの課題の予防や対応のために
　最後に，不登校，いじめ，児童虐待，非行などの課題の予防や対策のための取り組みに
おいて必要なことを，以下の3点にまとめた。
　まず，1点目に，学校内外の連携の必要性についてである。クラス担任が一人で抱えて
対応することが難しく，また，学校の役割の範疇を超える課題もあるため，学校内外の連
携が必要となる。そのため，そのつなぎ役である教育相談コーディネーターの教職員の存
在が重要である。学校事情もあるかもしれないが，教育相談このコーディネーターは，学
級担任以外の教職員とするなどの配慮が必要となる（教育相談等に関する調査研究協力者
会議 , 2017）。
　次に，2点目として問題の未然防止や早期解決についである。国立教育政策研究所（2011）
による調査研究では，中学校でも小学校でも学年間の交流，そして，中学校区の小学校で
の交流をする機会を作ることで，いじめや不登校の未然防止の成果がみられている。それ
には，校区の地域で子どもたちを育てていくという強い意識を必要であり，「中学校で顕
在化する生徒の課題や問題は，小学校時代から取り組むべき課題や問題であるという意識
に立った小学校の取り組みが必要である」という。つまり，小学校からの連続性に着目す
ることで，中学校の問題を解消することができ，小中連携はもちろん校区内の小小連携も
含めて不登校やいじめのという共通の課題に取り組む必要性があると言えるだろう （国立
教育政策研究所 , 2014）。
　最後の3点目として，児童生徒の発達段階や発達的な課題に見合った支援についてであ
る。本稿で扱った課題は，その児童生徒の年齢段階や発達段階によって，その現れ方に違
いがある。つまり，社会性や自我の発達については心理学的な発達理論に照らし合わせ，
各年齢段階の特徴を把握しておくことが必要である。また，個々の子どもの持つ発達的な
課題も異なるため，発達障害等の知識を身に着ける必要がある。これらの両方の側面から
個々の子どもの課題の様相をアセスメントして，それに見合った支援をすることが大切で
ある。
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